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第１ 総則 

 

１ 業務要求水準書の適用 

 本業務要求水準書は、加須市（以下「市」という。）が加須市大越地区農業集落排

水事業（以下「本事業」という。）を民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「PFI 法」という。）に基づく

特定事業として実施するに当たり、本事業を構成する各業務について、事業区域の状

況等の前提条件及び市が求めるサービスの水準を定めるものである。 

 

２ 用語の定義 

  本書で用いる用語の定義を以下に示す。なお、ここに記された以外の用語の定義に

ついては、募集要項及び事業契約書（案）に記された定義を用いるものとする。 

 

・ 「指示」とは、市が SPC に対し、事業の実施に必要な事項について、書面等を

もって示し、実施させることをいう。 

・ 「提出」とは、SPC が市に対し、事業に係わる書面またはその他の資料を説明し、

差し出すことをいう。 

・ 「報告」とは、SPC が市に対し、事業に関する事項について、書面をもって知ら

せることをいう。 

・ 「通知」とは、SPC が市に対し、または市が SPC に対し、事業に関する事項に

ついて、書面をもって知らせることをいう。 

・ 「確認」とは、契約図書等に示された事項について、臨場または関係資料により、

その内容について契約図書等との適合を確かめることをいう。 

・ 「農業集落排水施設」とは管路施設及び汚水処理施設をいう。 

・ 「管路施設」とは、管路、中継ポンプ、マンホール、取付管、公共ます等からな

る管路施設をいう。 

・ 「汚水処理施設」とは、処理水槽、建屋、各種機械設備、電気設備等からなるし

尿及び生活排水を処理する施設をいう。 

・ 「SPC」とは、市と事業契約を締結し、本事業を実施する者をいう。 

・ 「応募者」とは、本事業の公募に対して、応募を行う者をいう。 

・ 「技術提案書」とは、応募者が募集要項等に基づき作成し、期限内に提出する書

類及び図書をいう。 

・ 「募集要項等」とは、募集要項及び付属資料（質問回答書も含む）の一切をいう。 

・ 「計画処理水質」とは、汚水処理施設から放流する水質の基準をいう。 

・ 「既設管路」とは、加須市大越処理区において、既に市により整備された管路施

設をいう。 
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・ 「先行工事」とは、既設管路に係る工事をいう。 

・ 「処理機能調整工事」とは、汚水処理施設に実際に汚水を受け入れてから、所要

の処理機能を発揮させるため、施設の施工者等の専門技術者が、施設を運転操作

し、施設の処理機能に係る点検・調整を行いながら、維持管理要領書を作成する

作業工程をいう。 

・ 「経年劣化」とは、SPC による適切な維持管理のもとで、設備、機器等が経年的

に劣化する状態をいう。 

・ 「旧実施設計」とは、加須市が従前実施した、大越処理区農業集落排水事業の実

施設計をいう。 

・ 「水道管の切り回し等工事」とは、管路の埋設工事に当たり、一時的に水道管を

別の場所に迂回させ、管路を埋め戻す際、水道管を従前の位置に戻す一連の工事

をいう。 

・ 「維持管理要領書」とは、処理機能調整工事により作成される施設維持管理方法

等を記した図書をいう。 

・ 「設計諸元」とは、農業集落排水施設を設計するための基本となる、処理計画人

口、計画汚水量、計画流入水質、計画汚濁負荷量、計画処理水質等の諸元をいう。 

・ 「流送方式」とは、自然流下式、真空式、圧力式等の汚水の送水方法をいう。 

 

３ 事業の内容 

（１）事業の名称 

加須市大越処理区農業集落排水事業 

 

（２）対象となる公共施設の種類 

① 名    称  大越処理区農業集落排水施設 

② 事 業 区 域  埼玉県加須市大字大越、大字外野及び大字上樋遣川の一部

（以下「排水処理区域」という。）  

③ 施 設 内 容  排水処理区域内のし尿及び生活雑排水（以下「汚水」という。）

を収集し、処理する施設 

④ 処理計画人口  ２，６４０人 

⑤ 供用開始時期  平成２２年４月（予定） 

 

（３） 公共施設の管理者の名称 

埼玉県加須市長 大橋良一 
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 （４）事業の目的 

市は、農業用水の水質保全、農村生活環境の改善及び処理水の循環利用を図る

ため、排水処理区域において、平成１３年度から農業集落排水施設の建設を実施

してきたが、低い進捗に止まっていた。 

このような中、平成１７年３月定例市議会において当該農業集落排水施設の早

期完成についての請願が採択されるに至り、全地区を一体的かつ短期間に整備す

るため、平成１７年度において PFI 導入可能性調査を実施した。 

本事業は、PFI 法に基づき、農業集落排水施設の設計・建設・維持管理・運営

を一括して SPC に委ねることにより、迅速、適正かつ効率的に事業を実施し、

公共サービスの向上と財政負担の軽減を図ろうとするものである。 

 

（５）事業内容 

民間事業者は、特別目的会社（Special Purpose Company）を設立し、農業

集落排水施設の未完成部分を設計・建設するとともに、完成後に引き続き農業集落

排水施設の維持管理・運営を行う。 

 

（６）業務内容 

本事業の業務内容は、以下のとおりである。 

   ア 施設整備業務 

① 管路施設の設計及びその関連業務 

② 汚水処理施設の設計及びその関連業務 

③ 管路施設の建設業務 

④ 汚水処理施設の建設業務 

⑤ 工事監理業務 

⑥ 処理機能調整工事業務 

⑦ 既設管路調査業務 

⑧ 周辺家屋等影響調査業務 

⑨ 各種申請等補助業務 

⑩ 住民対応業務 

 

イ 維持管理・運営業務 

① 管路施設の維持管理業務 

② 汚水処理施設の維持管理業務 

③ 農業集落排水施設の運営等業務 

 

 



4 

ウ 本事業の早期効果発現のための業務 

排水設備（対象家屋から公共ますまでの宅内配管工事、水洗化設備等）設置工

事等業務 

 

エ 事業終了時の措置 

維持管理・運営移管業務 

 

（７） 事業期間 

本事業の事業期間は、契約日の翌日から平成３７年３月３１日（約１９年間）ま

でとする。 

 

（８） 事業スケジュール（予定） 

本事業の主なスケジュール（予定）は、以下のとおりである。 

平成１９年 1 月  事業契約締結 

平成１９年 1 月  事業着手 

平成２２年 ３月  農業集落排水施設完成 

平成２２年 ４月  農業集落排水施設供用開始 

平成３７年 ３月  事業完了 

 

（９） 事業方式 

本事業は、SPC が PFI 法に基づき、公共施設を設計・建設した後、市に所有権

を 移 管 し た 上 で 、 公 共 施 設 の 維 持 管 理 ・ 運 営 を 実 施 す る BTO

（Build-Transfer-Operate）方式とする。  

 

４ 関係法令等 

   SPC は、本事業の実施に当たって、表１に示す関係法令等を遵守しなければな

らない。なお、本表に示した法令等は例示的に示したものであり、本表に示した以

外にも、事業を実施する上で必要なものがある場合には、それらも含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

表１  関係法令等 

項目 法 律 条 例 その他（関係省庁の告示、通

達、基準等） 

環境基本法   

水質汚濁防止法 水質汚濁防止法第三条第三

項の規定に基づき、水質基

準を定める条例（昭和４６

年埼玉県条例６１号） 

化学的酸素要求量、窒素含有

量及びリン含有量に係る総

量規制基準（平成 14 年埼玉

県告示第 1332 号） 

騒音規制法   

振動規制法   

大気汚染防止法   

悪臭防止法   

廃棄物の処理及び清掃

に関する法律 

  

環 

境 

保 

全 

に 

関 

す 

る 

法 

律 

条 

例 

等 

再生資源再利用の促進

に関する法律 

  

浄化槽法   

下水道法   

建設業法   

建築基準法   

道路法  道路法施行令、道路法施行規

則 

河川法   

電気事業法  電気事業法施行令 

施る 

設法 

建律 

設・ 

に条 

関例 

す等 

電気工事士法   

労働基準法   

労働安全衛生法  労働安全衛生法施行令 

労働安全衛生規則 

消防法   

火薬類取締法   

道路交通法   

  建設工事公衆災害防止対策

要綱（建設省通達） 

施関 

設す 

やる 

作法 

業律 

の・ 

安条 

全例 

に等 
宅地造成等規制法   
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５ 国及び埼玉県からの助成への対応 

   SPC は、本事業の実施に当たり、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律」、「農村整備事業補助金交付要綱」、「農業集落排水資源循環統合補助事業実施

要綱」及び「農業集落排水事業実施要綱の運用について」に示される補助要件を遵

守しなければならない。 

 

６ 本事業の進め方 

（１）性能発注方式の採用 

① これまでの農業集落排水事業は、仕様発注方式により事業を実施している。

仕様発注方式による事業の流れは、以下のとおりである。 

調査業務・設計業務の発注（官）→調査業務の実施（民）→設計業務の実施

（民）→関係者等との協議・調整（官）→設計の修正（民）→工事の発注（官）

→工事の実施（民）→維持管理業務の委託（官）→維持管理業務の実施（民） 

② 本事業においては、性能発注方式を採用する。市は、本業務を実施するため

の手段・方法（仕様）を示すのではなく、農業集落排水事業が提供するサー

ビスの内容・水準を業務要求水準書に示し、関係法令、事業実施要綱及び各

種技術指針の範囲内において、その実現のための手段・方法は SPC に委ね

られる。SPC から提案を求める範囲は、仕様発注業務で示す業務の流れで

みると、設計業務以降の業務である。 

 

（２）SPC からの提案の範囲に関する留意事項 

① 調査業務については、SPC の提案を円滑かつ迅速に進めるため、発注者がす

でに実施した主要な調査の結果は、本事業を実施するための前提条件として示

される。ただし、SPC は、本事業を進める中で、さらに必要な調査を補足的

に実施するものとする。 

② 市は、既に管路施設の実施設計を行っており、これに基づいて既設管路の整備

を行っている。市はこの旧実施設計を参考資料として示すが、この資料は、本

事業を実施するための前提条件ではない。 

また、本業務においては、提案時に応募者に業務の実施手段及び方法に関する

詳細な提案を求めることが適切でないと考えられる事柄、例えば関係者との協

議・調整を経なければ設計内容が確定しない事項等については、応募者の提案

を容易にするため、市がこれらの手段・方法の一部を規定し、参考仕様として

提示する。なお、このことにより、市の参考仕様よりも優れた内容の提案を妨

げるものではない。 

③ 関係者との協議・調整について、仕様発注方式では、関係者等との協議調整、

受益者・地元住民等への説明は専ら発注者が行ってきたが、本業務においては、
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市と SPC とが、あらかじめ定める一定の役割分担の下に、共同で進めること

となる。 

 

７ 事業の考え方 

（１）PFI 手法による農業集落排水事業の特徴 

本事業の基本的な考え方の前提となる PFI 手法による農業集落排水事業の特

徴を以下のとおり整理する。 

① 管路埋設箇所の地下の状況を調査により詳細に把握することは困難であり、

調査結果から地下の状況を推定し、設計を行う必要があること。 

② 関係者と協議調整を経て、設計が確定すること。 

③ 複数の箇所で工事を並行して実施するため、集落機能維持の観点から、工事

の実施について一定の制約条件を有していること。 

④ このような中で、経済性に加え、所定の工期及び契約金額の範囲内で、工事

を安全かつ確実に実施するという、いわば工事の確実性が必要とされること。 

 

（２）本事業が求めるもの 

本事業は、加須市大越地区に農業集落排水施設を新設し、農業用用排水の水質保

全、農業用用排水施設の機能維持及び農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水

域の水質保全に寄与するものである。 

加えて、本事業は、前述のとおり、進捗が遅れている施設整備を民間の資金と技

術能力を活用して早期に完成させ、早期の効果発現を目指すものである。 

一方、本事業は、市が行う公営事業として、経済性の追求と公共目的の追求の双

方が均衡の上に実施されるべきものである。本事業への PFI の導入は、官民協働に

より、これまでより一層効率的で質の安定したサービスを受益者に提供することを

目指すものである。 

 

（３）SPC に求められる役割 

本事業は、民間の資金、経営能力及び技術能力に期待し、農業集落排水施設の整

備・維持管理に対して PFI 手法を活用するものであり、SPC には、 

①予定工期及び提案された工事価格による工事の効率的かつ確実な実施 

②事業効果早期発現のための対象家屋と本施設との早期の接続 

③施設供用後、長期にわたる要求水準を満たしたサービスの提供 

が期待される。 

これまでの農業集落排水事業では、調査業務、設計業務、工事業務及び維持管理

業務について、その業務毎に発注され、さらにそれぞれの業務を構成する要素に応

じてさらに分割され発注されている。本事業において PFI 手法を導入し、設計から
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維持管理・運営までを一括して発注することにより、「各業務のプロセスの最適化」、

「ライフサイクルコストを意識した施設整備」及び「資機材調達の効率化」による

PFI の効果をも期待するものである。 

 

（４）個別業務に対する変更対応の必要性 

ア 変更対応を必要とする背景 

農業集落排水事業に対する PFI 手法の適用においては、前述のとおり、建設段

階においても、提案の前提として設定した条件が変更となることが予想され、こ

れに伴い、SPC が提案した施設の設計及び維持管理・運営業務の仕様に変更が

必要になると想定されるため、こうした変更に耐えうる事業計画が求められる。 

 

イ 排水処理区域の特徴的な立地条件から変更が必要になると予想される事柄 

本事業においては、排水処理区域に係る以下の状況が、本事業における変更対

応の重要な要素と考えられる。 

 

（ア）管路施設の整備 

ａ 地下の状況に起因する変更の可能性 

① 別添―１２「平成１３年度農業集落排水事業（大越地区）地質調査業務

委託報告書」（以下、「地質報告書」という。）をみると、管路施設の埋

設が想定される地下の地質については、大別すると、ローム層、沖積粘

性土層及び沖積砂質土層の３つに区分される。 

このうち、沖積砂質土層については、先行工事及び市内における過去の

工事状況をみると、掘削時におけるのり面維持が困難な現場、また掘削

底面から水や砂が噴出するヒービング現象が発生した現場が存在して

いる。 

地質報告書では、１９カ所のボーリング結果から各ボーリング地点間の

地質を想定し、地質断面図を作成しているが、先行工事では、沖積砂質

土とは想定していない箇所において、沖積砂質土が出現し、ヒービング

現象が発生している。本事業においても、こうした状況の発生に備え、

排水処理区域の地質状況を反映した工事を確実に実施する仕組みをあ

らかじめ確保しておくとともに、臨機に設計変更に対応する必要がある。 

② 排水処理区域の道路下には、水道管、ＮＴＴ埋設線及び農業用パイプラ

イン等が存在する。このうち水道管については、市が提供する資料では

平面図上での埋設位置は確認できるが、埋設深度を把握することができ

ない。したがって、市としては埋設深度の想定値を示し、SPC はこれ

に基づき設計を行うこととなる。 
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しかしながら、排水処理区域内においては、想定していない位置及び深

度に水道管が出現するという状況も想定される。不測の水道管が出現し

た場合でも、全体工程計画に影響を与えないような柔軟な施工計画をあ

らかじめ立案するとともに、臨機に設計変更に対応する必要がある。 

また、水道管の一部には石綿管が存在するため、想定しない位置に石綿

管が出現した場合にあっても、労働安全衛生法等の規定により石綿管の

撤去・敷設替え等の措置が講じられるよう、工事を確実に実施する仕組

みをあらかじめ確保するとともに、臨機に設計変更に対応する必要があ

る。 

なお、ＮＴＴ埋設線または農業用パイプラインとの近接工事を行う場合

については、基本的には事業着手後の設計段階における関係権利者との

協議調整により、設計が確定するものと考えている。 

 

ｂ 地上物件に起因する変更の可能性 

① 地質報告書をみると、排水処理区域内の地下は軟弱地盤が大部分を占めて

いる。家屋に近接して管路埋設工事を行う場合においては、家屋等の地上

物件に損害を与えず工事が進められるよう、安全かつ確実な工事計画を立

案することが必要である。しかしながら、前述のとおり、想定しない地質

状況に遭遇する可能性があり、こうした場合にあっても、あらかじめ工事

を確実に実施する仕組みを確保するとともに、臨機に設計変更に対応する

必要がある。 

② 本事業においては、管路施設が農業用用排水路を横断する工事が想定され

る。この横断施設の設計については、基本的には設計段階における関係権

利者との協議・調整により、設計が確定するものと考えている。 

 

ｃ 地域条件に起因する変更の可能性 

① 排水処理区域は、埼玉県有数の優良稲作水田地帯である。工事の実施に当

たっては、農作業に著しい影響を与えないよう、農繁期における工事を避

ける等の対応が必要である。農繁期における工事の実施に当たっては、あ

らかじめ関係者と十分協議の上、工事計画を立案する必要があるが、不測

の苦情等により工事の中断を余儀なくされる場合も想定されることから、

あらかじめ柔軟な工程計画を立案するととも、状況に応じて工程計画等を

変更する必要がある。 

② 地質報告書から排水処理区域内の地下水位をみると、調査時期が１月で、

いわゆる非かんがい期であるにも係わらず、非常に高い地下水位を示して

おり、かんがい期ではさらに高い地下水位となることが想定される。した
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がって、かんがい期に工事を実施する場合においては、こうした状況を前

提とした安全かつ確実な工事計画を立案することが必要である。 

 

（イ）汚水処理施設の整備 

ａ 地下の状況及び地上物件への対応 

地質報告書をみると、汚水処理施設用地の地質は、深度が進むにしたがって、

軟弱な粘土層からシルト、シルト層から細砂層へと変化する複雑な地質条件と

なっている。加えて、施設用地には、工務店の作業場及び農業用の揚水機場が

隣接しており、また道路を挟んで住宅にも隣接している。さらに、施設用地に

は水田も隣接している。 

このような現場条件を前提として、安全かつ確実な工事計画を立案する必要

があるが、地質報告書からは想定できない地質条件に遭遇した場合においても

対応しうる柔軟な施工計画を立案し、臨機に設計変更に対応する必要がある。 

 

ウ 本事業において、調整が必要となると想定される主な事柄 

上記事項も含めて、調整が必要となると想定される主な事柄は、表―２のとお

りである。 
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  表―２ 調整が必要とされる主な事柄 

 施設整備関連 維持管理・運営関連 

契約協議段

階・ 

設計段階 

①工事工程・内容の変更 

・現地調査で新たに判明した地下条

件及び地上条件をもとに、再検討

した結果の調整 

・関係者との協議・調整を基に再 

検討した結果の調整 

②業務要求水準書には盛り込まれ

ていないものの、現地調査の結

果、新たに行う必要があると判断

される業務等の調整 

③以下の条件変更が発生した場合 

の対応 

・市の新たな要望 

・近隣の要求・要望 

・所轄官庁の判断 

・予見できない環境変化 

 

以下の条件変更が発生した場合 

の対応 

・市の新たな要望 

・近隣の要求・要望 

・所轄官庁の判断 

・予見できない環境変化 

工事段階・ 

維持管理段

階 

①工事段階で新たな種類の地質等

の地下の状況が明らかになった

ことに伴う調整 
②工事の施工に伴い、近隣家屋等に

損害等が生じた場合の調整 

③業務要求水準に盛り込まれてい 

ないものの、現地調査等の結果、

新たに行う必要があると判断さ

れる業務等の調整 

④工事工程の変更を伴う地域住民 

の苦情による工事の中断 

 

以下の条件変更が発生した場合

の対応 

・業務範囲の変更 

・業務内容の変更 

・業務要求水準の変更 

・業務方法の変更 

・法令の変更 

 

 

（５）工事期間中の危機管理体制 

本事業は、前述のとおり、軟弱な粘性土層あるいは砂質土層という地下の条件

下で、家屋に近接して工事を行う必要があり、工事期間中に不測の事態が発生す

る懸念がある。また、本事業区域は、利根川に隣接する区域で、利根川の洪水時
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においては地下水が強い被圧を受け、掘削断面からの大量出水という緊急事態の

可能性も想定される。このため、工事中に発生する不測の事態への対応が極めて

重要であり、SPC は、工事開始前に現地調査等の結果を踏まえ、工事期間中の

緊急時の対応について、あらかじめ市と協議し、業務要求水準書を踏まえた計画

書を作成する。 

 

（６）保険 

    工事期間中においては、SPC は、建設工事保険及び第三者賠償責任保険に加

入することが必要である。維持管理期間中においては、第三者賠償責任保険及び

火災保険に加入することが必要である。 

    保険等の具体的内容は、別紙－１「SPC が加入すべき保険」に示す。 

 

（７）資金提案 

市は、本事業の設計・建設に要する費用を国の補助金、埼玉県の交付金、受益

者の分担金及び地方債により資金を調達し、支払う予定である。 

一方で、本事業を効率的に実施するため、民間の有利な資金について、SPC

の提案を募るものとする。 

SPC が地方債よりも有利な条件の資金を提案した場合には、提案を受けた金

額について、地方債に代えて SPC の調達する資金を利用する。 

資金提案に関する具体的内容は、募集要項別紙１「サービス購入料の算定方法

及び支払い方法説明書」に示す。 

 

８ 市による事業実施の監視（モニタリング） 

① 市によるモニタリングは、SPC におけるセルフモニタリングによる自主改善

が十分に機能するように措置されることを前提とする。 

  ② 市は、このような SPC の改善措置を前提として、事業の実施状況のモニタリ

ングにより、SPC が定められた業務を確実に実施し、業務要求水準書に規定

された業務要求水準を達成しているか否かを確認する。 

  ③ 市はモニタリングの結果、SPC が提供するサービスが要求水準に達していな

い場合には、改善勧告を行い、要求水準を達成するよう求める。状況を改善す

ることができない場合、または SPC が改善勧告に従わない場合には、市は契

約を解除する場合がある。 

  ④ モニタリング及びサービス購入料の減額等に係る詳細については、募集要項別

紙２「モニタリング及びサービス購入料の減額等の方法説明書」に示す。 
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９ 個別業務に関する要求水準書の構成 

（１）個別業務に関する記述の構成 

個別業務に関する要求水準の細則については、第２以降に示す。 

    第２以降に記載する個別業務に関する構成は以下のとおりである。 

   ア 設計に関する業務 

    ① 本業務の目的 

    ② 本業務の基本方針 

    ③ 本業務の内容 

    ④ SPC が実施する業務 

    ⑤ SPC が負担する費用 

    ⑥ 本業務実施に当たっての留意事項 

    ⑦ 施設設計に当たっての前提条件 

    ⑧ 施設整備の要求性能等   

    ⑨ 施設整備に当たっての留意事項 

 

  イ 設計業務以外の業務 

① 本業務の目的 

    ② 本業務の基本方針 

    ③ 本業務の内容 

    ④ SPC が実施する業務 

    ⑤ SPC が負担する費用 

    ⑥ 本業務実施に当たっての留意事項 

 

（２）記述の例外 

① 施設整備終了時における管路施設・汚水処理施設の検査及び引渡しについ

ては、第２、４汚水処理施設の建設の中に「（７）検査及び引渡しの方法」

を設けて記載した。 

② 第３、維持管理・業務運営業務の１においては、維持管理・運営業務の範

囲を示し、個別業務の内容については記述していない。しかしながら、維

持管理・運営業務全体の実施体制に関する市の要求が記述されているので

留意されたい。 

③ SPC において用地の追加取得を要望する場合の用地取得の方法について

は、これを個別業務として定義せず、第２、１管路施設の設計及びその関

連する業務「（９）施設整備に当たっての留意事項」に記載している。 
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              細   則  

 

第２  施設整備業務細則 

 

第３  維持管理・運営業務細則 

 

第４  本事業の早期効果発現のための業務細則 

 

第５  事業終了時の措置細則 
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第２ 施設整備業務細則 
 

１ 管路施設の設計及びその関連業務 

（１）本業務の目的 

    本業務を適切に実施することを通じて、求められる性能を達成する施設整備を

実現することを目的とする。 

 

（２）本業務の基本方針 

本業務の基本方針は、以下のとおりとする。 

① 資料調査、現地踏査等により現地の状況を詳細に把握し、検討を行った上で、

設計に的確に反映させる。 

② 専門知識、技術力及び創造力を十分に発揮し、経済性に加え、工事の安全性、

確実性の高い設計を行う。 

③ 集落機能を著しく損なうことなく、地域住民の安全性及び利便性に十分配慮

した設計を行う。 

 

（３）本業務の内容 

農業集落排水施設のうち管路施設の設計に関する業務対象及び業務内容は、以

下のとおりである。 
ア 業務対象 

① 管路 
② 付帯施設（マンホール、取付管、公共ます等） 
③ 特殊構造物（ポンプ施設、横断施設等） 
④ 既設管路との接続部 
⑤ 既設管路のマンホールポンプ 

なお、排水設備（宅内配管等）の設置促進については、「第４ 本事業の早

期効果発現のための業務」に示す。 
 

イ 業務内容 
（ア）基本設計及び実施設計 

具体的には、上記の業務対象について、以下の設計等を行う。 
ａ 調査 

資料調査及び現地踏査等による地質、道路、水路、地下埋設物等の調査

を行う。なお、別添－１２「平成１３年度農業集落排水事業（大越地区）

地質調査業務委託報告書」は、旧実施設計における路線計画を前提に行っ

たものであり、旧実施設計路線を見直す場合は、必要に応じて地質調査を
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行う。 
ｂ 測量及び路線設計 

地形、水準、縦横断等の測量作業並びに路線及び付帯施設の配置、流送

方式の決定等の路線設計を行う。 

ｃ 水理設計及び構造設計 

管路の勾配、断面の決定、流量表の作成等の水理設計及び管種、埋設条

件等の構造設計を行う。 

ｄ 特殊構造物等の設計 

中継ポンプ等施設、横断施設等特殊構造物の設計を行う。 

ｅ 既設管路との接続部の設計 

   本事業で新設した管路施設と既設管路との接続部の設計を行う。 

ｆ 既設管路マンホールに係るマンホールポンプ（中継ポンプ）の設計 

   既設管路マンホールに設置が計画されているマンホールポンプについ

て、必要な設計を行う。 

ｇ 仮設設計 

土留工、水替工等の設計を行う。 

ｈ 設計図の作成 

一般平面図、縦横断図、各種構造図等の作成を行う。 

ｉ 数量計算 

掘削、基礎砂、管路長、マンホール、仮設工等の数量計算を行う。 

ｊ 施工計画の作成 

工程、機械、労務等の施工計画を作成する。 

ｋ 特記仕様書の作成 

工事に必要な特記仕様書を作成する。 

ｌ 概算工事費の積算 

各工種の単価を作成し、概算工事費の積算を行う。 

 

（イ）設計に伴う関係権利者との協議・調整 

 

（ウ）設計に伴う各種許認可取得・申請 

 

（エ）その他設計を実施する上で必要な業務   

 

（４）SPC が実施する業務 

① 上記（ア）及び（エ）については、SPC が実施する。 
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② 上記（イ）及び（ウ）については、市と SPC が共同で実施する。SPC は

協議・調整及び各種許認可取得・申請に必要な書類等の作成、協議等への

立ち会い・説明等を行う。 

 

（５）SPC が負担する費用 

SPC が実施する本業務に係るすべての費用は SPC が負担する。 

 

（６）本業務の実施に当たっての留意事項 

ア 旧実施設計図書の取扱い 

本業務は、広範な区域を対象としており、応募者にとっては、知り得る現況

の情報に限りがあるので、応募者の負担を軽減するため、市が行った実施設計

（別添－１「管路施設旧実施設計書」）を示す。 

本事業に必要な管路施設の一部は、この旧実施設計図書に基づいて既に施工

されており、本業務では、既設管路はすべて活用することを前提としている。

このため、旧実施設計図書のうち既施工部分の設計は、本業務の前提条件とす

るが、未施工部分の設計については、参考資料として取扱い、本事業を実施す

るための前提条件とはしない。応募者には、旧実施設計図書よりも優れた提案

が期待される。 

 

イ 適切な人材の配置 

必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人材を適切に配

置する。 

 

ウ 本業務の手順 

本業務は、概ね以下の順序で実施する。 

① 適切な時期に設計に関しての作業工程スケジュールを作成の上、市の確認

を受ける。 

② 市の確認を受けた上で、現況に関する資料調査、現地踏査、地質調査等を

入念に行い、関係法令等に基づいて業務を実施する。 

③ 適切な時期に官公署、関係する施設管理者等と協議・調整を行い、その結

果を設計図書に反映する。 

④ 基本設計及び実施設計完了時には、表－３と表－４に示す設計図書を市に

提出し、確認を受ける。 
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表－３ 基本設計図書の内容 

項  目 内   容 

設計基本書 ①設計計算書（水理計算、構造計算）、②その他市が指示す

るもの 

維持管理・運営条件 ①機械設備・電気設備に係る年間運転管理条件、②その他市

が指示するもの 

図  面 ①一般平面図、②縦横断図、③各種標準図、④その他市が指

示するもの 

仕 様 書 ①機器仕様書（土木、機械設備、電気設備）、②その他市が

指示するもの 

そ の 他 ①工事工程表、②その他市が指示するもの 

 

表－４ 実施設計図書の内容 

項  目 内   容 

維持管理・運営条件 ①年間維持管理・運営経費、②予備品・消耗品、備品リスト、

③その他市が指示するもの 

図  面 ①一般平面図、②縦横断図、③各種標準図、④数量表、 

⑤その他市が指示するもの 

仕 様 書 ①土木工事仕様書、②機械設備工事仕様書、③電気設備工事

仕様書、④その他市が指示するもの 

そ の 他 ①工事工程表、②建設委託料の積算内訳書、③その他市が指

示するもの 

 

エ 各種許認可及び申請等 

適切な時期に各種許認可及び申請等を行う。 

① 道路法に基づく占用許可申請 

② 管路が横断する水路等の工作物、管路が近接する地下埋設物、管路がその

付近を通過する小学校等の教育施設及び移転等を伴う地上物件等の関係

施設管理者との協議・調整 

③ ポンプ施設等で建屋を設置する場合は、建築基準法に基づく確認申請ある

いは工事届 

④ その他設計に関する業務上必要な申請等 
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（７）管路施設設計に当たっての前提条件 

ア 排水処理区域の状況 

（ア）排水処理区域の概況及び処理対象家屋等の配置状況 

① 排水処理区域は、埼玉県加須市大字大越、大字外野、大字上樋遺川の一部の

９０．７ｈａ（別添－２「加須市大越処理区管路施設平面図」）である。 

② 排水処理区域内の家屋配置の状況は別添－３「加須市大越処理区農業集落排

水事業計画一般図」のとおりである。 

③ 排水処理区域内の公共施設の名称及び住所を別紙―２「大越処理区内の公共

施設一覧」に示す。 

④ 旧実施設計時において確認した宅地内配管計画については、別添－３「加須

市大越処理区管路施設平面図」に示す。 

⑤ 排水処理区域では、別添－４「首都圏氾濫区域堤防強化対策事業区域図」の

範囲で首都圏氾濫区域堤防強化対策事業（国土交通省）が予定されており、

この事業に関連する排水処理区域内の家屋移転が想定されている。これら移

転予定家屋は、本事業の対象外である。 

 

（イ）排出源の状況 

ａ 定住人口 

排水処理区域の定住人口は、地区内の住民のうち、加入に同意している 634

世帯、2,380 人とする。 

 

ｂ 流入人口 

流入施設名、建築用途区分、施設規模、流入率及び算定人口を施設毎に別紙

－３「流入人口算定表」に示す。なお、処理計画人口の内訳は表―５のとおり

である。 

 

表―５ 処理計画人口の内訳     単位（人） 

処理区名 定住人口 流入人口
計画処理 

対象人口 
備考 

大越 2,380 254 2,640 
 2,380＋254＝2,63４ 

            ≒2,640 

 
ｃ 汚水原単位 

（ａ）生活排水の汚水原単位 

生活排水の汚水原単位は、表―６に示す。 
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表―６ 生活排水の汚水原単位 

1 人 1 日平均汚水量 270L/人・日 

BOD 54g/人・日 

SS 54g/人・日 

COD 27g/人・日 

T-N 11.7 g/人・日 

汚濁負荷量 

T-P 1.35 g/人・日 

 

（ｂ）業務排水 

アの（イ）流入人口において、業務排水は流入人口に換算済である。 

 

ｄ 計画汚水量原単位 

計画汚水量原単位は、表―７に示す。 

 

表―7 計画汚水量の設計諸元 

項  目 標準値 算  式 備  考 

1 人 1 日最大汚水量 300L/人・日   

不明水量 30L/人・日 300L/人・日×0.1 1 人 1 日最大汚水量の

10％ 

日平均汚水量 270L/人・日 300L/人・日×0.8

＋30L/人・日 

1 人 1 日最大汚水量の

80％に不明水を加算 

時間最大汚水量 780L/人・日 300L/人・日×2.5

＋30L/人・日 

1 人 1 日最大汚水量の

2.5 倍（ピーク係数）に

不明水量を加算 

 

（ウ）道路の状況 

ａ 道路区分別の路線配置状況 

排水処理区域内の道路は、別添－５「加須市認定路線網図」に示すとお

りである。 

 

ｂ 道路区分別の標準構造 

排水処理区域内の道路の舗装標準構造は、別添－６「舗装復旧標準断面

図」に示すとおりである。 

 

（エ）地下埋設物の状況 

排水処理区域内における地下埋設物の状況は、以下のとおりである。 
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ａ 水道管 

排水処理区域内の水道管については、別添－７「加須市給排水管管理図」

に示すとおりである。管理者は加須市水道課である。なお、加須市給排水

管管理図には、各路線の使用管種が記載されており、これにより水道用石

綿セメント管の埋設位置も把握できるが、これ以外にも水道用石綿セメン

ト管が存在する可能性がある。 

 

ｂ ガス管 

排水処理区域内にガス管は埋設されていない。 

 

ｃ 電話線 

排水処理区域内のＮＴＴの埋設線は、別添－８「ＮＴＴ埋設線位置図」

に示すとおりである。 

 

ｄ 電力線 

排水処理区域内に電力線は埋設されていない。 

 

ｅ 農業用パイプライン 
排水処理区域内の主な農業用パイプラインは、別添－９「大越八ツ田土

地改良区パイプライン計画平面図・標準断面図」のとおりである。管理者

は大越八ツ田土地改良区である。なお、別添―9 以外にも一部の市道下に

農業用パイプラインが存在する。当該パイプラインの詳細な位置について

は、事業着手後、市から SPC に示す。 

 

（オ）用排水路及び河川の状況 

ａ 農業用用排水路の状況 

① 排水処理区域内の農業用用排水路の状況は、別添－１０「水資源機構

利根中央用水埼玉用水路平面・縦断図」及び別添―１１「加須市水路

網図」に示すとおりである。 

② 排水処理区域内の農業用用排水路の管理者は、市、羽生領島中領用排

水路土地改良区及び独立行政法人水資源機構である。 

 

ｂ 河川の状況 

排水処理区域内には、河川法に定める河川はない。 
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（カ）地質の状況 

市が行った排水処理区域内の地質調査結果は、別添－１２「平成１３年度

農業集落排水事業（大越地区）地質調査業務委託報告書」に示すとおりであ

る。地質報告書に示される地層想定断面図は、本業務の前提条件ではなく、

参考資料として取り扱う。 

夏期の地下水位調査結果を、別添－１３「夏期地下水位測定位置図」に示

す。 

 

（キ）埋蔵文化財・汚染土壌の状況 

ａ 埋蔵文化財の状況 

排水処理区域内の埋蔵文化財包蔵地は、別添－１４「埋蔵文化財包蔵地

位置図」に示すとおりである。 

 

ｂ 汚染土壌の状況 

排水処理区域内において、汚染土壌は確認されていない。 

 

（ク）既設管路の状況 

市は排水処理区域内の管路施設のうち６，５１１ｍを既に建設している。 

既設管路の位置、深さ、管種等については、別添－３「加須市大越処理区管

路施設平面図」及び別添－１５「加須市大越処理区管路施設計画縦断面図」に

既設管路として明示している。 

既設管路は、自然流下式により建設されており、工事完成図書は、市農業集

落排水課で閲覧できる。 

 

（ケ）路線バスの運行状況 

排水処理区域内の路線バスの運行状況は、別添－１６「路線バス運行状況

図」に示すとおりである。 

 

イ 管路施設整備の考え方 

（ア）基本的な考え方 

管路施設整備に関する基本的な考え方は、以下のとおりである。 

ａ 補助事業としての適正性の確保 

本事業は、平成１３年度に農業集落排水事業として採択され、国及び埼

玉県の補助を受け、一部管路施設が施工済である。補助金の適正な活用の

観点から、すでに施工された既設管路は確実に活用する。 
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ｂ PFI の特性を生かした施設整備 

本事業は、PFI 事業として、施設の設計、建設及び維持管理・運営を一

括して発注するものである。SPC の技術力・創意工夫を活かした施設の

整備、ライフサイクルコストを意識した施設整備、資機材・機器・部品の

調達等の効率化により、経済性に優れた施設整備を行う。 

 

ｃ 集落機能及び住民の安全性の確保 

本事業においては、排水処理区域内で、複数の管路施設工事が同時併行

で行われることが想定される。①排水処理区域内には大越小学校をはじめ

多数の公共施設が存在すること、②排水処理区域内及びその周辺は、埼玉

県有数の稲作農業地帯であること、③地域の生活に不可欠なインフラが多

数存在すること、等を踏まえ、集落機能及び住民の安全に配慮した施設整

備を行う。 

 

（イ）施設整備の方針 

上記（ア）の基本的な考え方を踏まえ、施設整備方針は以下のとおりとする。 

① 既設管路は確実に活用し、整備を行う。ただし、首都圏氾濫区域堤防

強化対策事業の区域にある既設管路施設は除外する。 

② SPC の技術力と創意工夫を活かし、経済性、安全性、施工性及び維持

管理性に優れた設計を行う。このため、路線設計において、流送方式

の制限は行わない。 

③ 施工上、安全性の確保への配慮が強く求められる地質条件であること

を踏まえ、地質報告書、既設管路の工事図書、各種地下埋設物の位置

等を示す図書等から想定される地下条件、家屋等の地上条件のすべて

の項目に対応し、安全かつ確実な施設整備を行う。特に、土砂崩壊、

騒音、振動等による家屋、門、塀等の被害、井戸の枯渇等の補償事案

が生じないよう、仮設、施工計画等において万全な対策を講ずる。 

  なお、地質報告書に示されている地層想定断面図は、本業務の前提条

件ではなく、参考資料である。SPC は、計画路線下の地質想定断面図

を、地質報告書に記載されている機械ボーリング結果、各種試験結果及

び必要に応じて行う追加の地質調査結果に基づき、自らの技術力と責任

において作成する。SPC は、自らが作成した地質想定断面図に基づき

管路施設の設計を行う。 

④ 水道管等の地下埋設物が工事の実施に支障がある場合には、あらかじ

め当該物件の管理者と協議を行い、必要に応じて移設・保護工事等を

行い、その機能の維持を図るものとする。  
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⑤ 不測の地下埋設物や地中障害物に遭遇しても、安全かつ確実に施設整備

を行うため、設計の柔軟性及び障害物の適切な回避方法を組み込んだ施

設整備を行う。  

⑥ バス停、防火水槽、消火栓、制水弁ボックス等の地上物件が工事の実施

に支障がある場合には、あらかじめ当該物件の管理者と協議を行い、必

要に応じて保護工事等を行い、その機能の維持を図るものとする。 

⑦ バス路線における管路施設工事については、あらかじめバス運行者との

協議を行い、その協議結果にしたがって、工事を実施する。 

 

（ウ）立地条件に起因する主な制約 

① 排水処理区域の水田稲作経営に著しい支障を与えないよう工事を実施

する。主要な田植期及び収穫期における工事の実施については、市農業

集落排水課を通じ、あらかじめ地区自治会と協議を行う。なお、協議の

結果、工事箇所及び工事期間に制約が生じる場合がある。 

② 大越小学校通学路における管路埋設工事ついては、通学路の変更及び作

業時の注意事項等について、あらかじめ市教育委員会及び当該小学校と

協議を行う。なお、協議の結果、工事箇所及び工事期間に制約が生じる

場合がある。 

 

（８）施設整備の要求性能等 

ア 適用する仕様書、技術基準等 

管路施設及びその付帯施設等に関する設計・建設・維持管理については、以下の

技術基準等を満たすこととし、会計実地検査、その他各種検査等に合格する内容で

なければならない。 

① 埼玉県土木工事共通仕様書 

② 埼玉県建築工事共通仕様書 

③ 埼玉県機械設備工事共通仕様書 

④ 埼玉県電気設備工事共通仕様書 

⑤ 農業集落排水施設設計指針（平成１４年度改訂版） 

⑥ 平成 18 年 3 月 27 日付け、農業集落排水事業諸基準等作成全国検討委

員会委員長通知  （別添―２３） 

⑦ 農業集落排水施設施工指針管路施設編（案） 

⑧ 農業集落排水施設検査・施工管理指標（案） 

⑨ 農業集落排水施設汚水処理構造参考書 

ただし、上記⑤、⑦、⑧及び⑨に記載する内容と⑥に記載する内容に齟齬があ

った場合には、⑥の記載を優先することとする。 
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イ 管路施設が具備すべき基本的な条件 
管路施設については、以下の条件を満足する施設を整備するものとする。 

① 管路内に汚水・汚物の沈殿・滞留が生じることがなく、設計汚水対象量を

スムーズに流送でき、また、雨水、地下水等の不明水が流入しない等、機

能性を確保する。 

② 管路の延長及び管の口径に無駄がなく、付帯構造物及び特殊構造物の配

置・構造・規模が適切である等、経済性を確保する。 

③ 管路の構造・工法が合理的である等安全性、施工性を確保する。 

④ 管路施設の保守点検・清掃・修繕が行いやすい等、維持管理の容易性を確

保する。 

⑤ 汚水排出源との接続が容易で、建築予定家屋等へのつなぎ込みにも対応可

能である等、計画性を確保する。 

⑥ 社会的条件を十分考慮し、集落住民に受け入れられるものである等、地域

の環境との調和を確保する。 

 

ウ 各種計画等に関する事項 

（ア）管路 

ａ 路線配置に関する事項 

① 排水処理区域の管路計画においては、県道下及び市道下への管路埋設を

基本とする。この場合、道路法第３２条に基づき、あらかじめ道路管理

者の占用許可を受けること。 

② 路線配置を行うに当たり、水道管の埋設深度は、道路下では１．２メー

トルと仮定して設計を行う。 

 

ｂ 地下条件及び地上条件の取扱いに関する事項 

① 地質報告書、既設管路の工事図書等から想定される地下条件及び家屋等

の地上条件のすべての項目に対応し、安全かつ確実な施設整備を行うた

め、想定されるすべての地下条件及び地上条件毎に、必要となる構造、

仮設、施工計画等を提案する。 

この場合、既設管路工事においては、砂質土区間でヒービング現象が発

生していること、また、市内の別件工事の砂質土区間ではのり面崩壊が

発生していることに留意する。 

     ② 既設管路工事においては、粘性土と想定した箇所に砂質土が出現し、 

その箇所でヒービング現象が発生したため、施工方法を開削工法から推

進工法に変更している。開削工法から推進工法に変更した施工延長は、
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既設管路延長６，５１１メートルのうち８０メートルである。 

SPC は、自らが作成した地層想定断面図と異なる地質の出現、ヒービ

ング現象の発生等地質に係る工事中の工事費増加ついて、排水処理区域

及び周辺地域の地質に係る文献、地質報告書に記載されている機械ボー

リング・各種試験結果、既設管路に係る工事完成図書等を参考として、

予想される増加費用を算出し、あらかじめこの増加費用を施設整備費用

に計上する。 

したがって、SPC は、工事中における地質に起因する施設整備業務に

係る増加費用を負担する。 

       ただし、地質報告書からは推定し得ない全く新たな地質が出現した場合、

または、地質報告書に記載された機械ボーリング・各種試験結果につい

て、当該調査地点の実際の地質からみて、著しい誤謬が認められ、合理

的な地層想定断面図の作成が困難な場合は、SPC と協議の上、工事中

における地質に起因する施設整備業務に係る増加費用を市が負担する。 

 

ｃ 道路復旧に関する事項 

① 管路埋設後の道路復旧方法については、別添－６「舗装復旧標準断面

図」に示す方法による。 

② 県道の舗装の復旧は、仮舗装、本舗装の２段階で行う。市道の舗装復

旧は、本舗装のみとする。なお、道路管理者との協議の結果、舗装復

旧工事について、管理者復旧を求められる場合がある。 

③ 道路管理者との協議の結果、道路復旧に係る大幅な設計変更が必要と

なり、道路復旧に係る増加費用が生じる場合は、その増加費用を市が

負担する。   

 

ｄ 管路の埋設深に関する事項 

SPC は、道路法施行令第１２条第１項第４号の規定及び「電線、水管、

ガス管または下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の深さ等

について」（平成１１年３月１１日付け建設省道政発第３２号、同道国発

第５号、建設省路政課長及び国道課長から地方建設局道路部長等あて通

知）に沿って、適切な埋設深を確保する。 

 

ｅ 水道管との近接工事に関する事項 

① 水道管と並行して、あるいは交差して管路を設置する場合においては、

水道管の切り回しあるいは敷設替え工事（以下、「切り回し等工事」

という。）を伴う設計を行わないことを基本とする。また、水道用石
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綿セメント管と並行して管路を設置する場合、離隔距離を１．５メー

トル以上確保できない設計は認めない。 

② 上記①に依りがたく、切り回し等工事を伴う設計をやむを得ず行う場

合は、SPC はあらかじめ切り回し等工事に係る標準的な設計図面、

標準的な施工方法及びその他工事に必要な仕様を定めた標準設計を

提案する。また、必要に応じて複数の標準設計を提案する。なお、標

準設計を行う場合、設置する管路と水道管の離隔距離については、上

越３０ｃｍ、下越３０ｃｍ及び並列３０ｃｍとする。 

③ 切り回し等工事に係る設計及び工事費積算については、上記②の標準

設計に基づいて行う。なお、標準設計を適用しない切り回し等工事の

計画は認めない。 

④ 切り回し等工事を行う場合は、SPC は、あらかじめ提案時に提出す

る管路計画縦断図に切り回し等工事の箇所を明示するとともに、切り

回し等工事に必要な費用を工事費に計上する。 

⑤ 提案時にあらかじめ明示された箇所以外の切り回し等工事の実施は

認めない。 

⑥ 水道用石綿セメント管（以下「石綿管」という）と交差して管路を設

置する場合における切り回し等工事の設計についても、上記②の標準

設計に基づいて設計を行う。この場合、石綿管を取り扱うことに伴う

工事費の増加費用については、市が負担する。 

⑦ SPC は、契約交渉時において、上記②の標準設計について、市水道

管理者と協議し、当該標準設計を確定させる。当該標準設計の確定に

伴い、SPC は、切り回し等工事に係る提案時の費用を修正すること

ができる。 

⑧ 切り回し等工事の実施に当たっては、工事に先立ち市の水道管理者と

協議を行うとともに、工事予定箇所の試掘調査を行い、水道管の位置

等を確認する。協議及び試掘調査の結果、SPC が想定した地質条件

等と実際の地質条件等の相違により標準設計の適用が困難な場合は、

市と SPC は協議の上、設計を確定する。この場合の増加費用は、SPC

の負担とする。なお、標準設計の適用が可能な場合において、市水道

管理者が、標準設計とは異なる設計を指示した場合は、これに伴う増

加費用を市が負担する。 

⑨ 切り回し等工事については、その特殊性に鑑み、市水道管理者が実施

することとし、SPC は、市（農業集落排水課）を通じて市水道管理

者に当該工事を委託する。 

⑩ 市水道管理者は、切り回し等工事の実施に当たっては、市の水道工事
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登録業者に発注する予定である。 

  しかしながら、市の水道工事登録業者に切り回し等工事を発注する場

合、管路施設工事と切り回し等工事とが競合し、管路施設工事の遅延

または増加費用が生じる可能性も懸念される。現在、市（農業集落排

水課）及び市水道管理者は、管路施設工事と切り回し等工事が競合す

る場合の対応策について検討しているが、このような工事の競合に伴

う工事の遅延または増加費用の発生については、市の責任において対

処する。 

 

ｆ ＮＴＴ埋設線との近接工事に関する事項 

① ＮＴＴ埋設線と並行して、あるいは交差して管路を設置する場合に

おいては、ＮＴＴ埋設線の切り回し等工事を伴う設計を行わないこ

とを基本とする。 

② SPC が、提案時において、ＮＴＴ埋設線に近接して管路施設の設置

を計画する場合は、管轄するＮＴＴ営業所に連絡して、ＮＴＴ埋設

線の位置及び必要な設計の仕様を確認した上で、提案時に提出する

管路計画縦断図に工事箇所を明示するとともに、工事費を見積もり、

必要な費用を工事費に計上する。 

 ③ SPC は、ＮＴＴ埋設線との近接工事に先立ち、その設計について

ＮＴＴと協議を行う。協議の結果、ＮＴＴから設計の変更を求めら

れた場合、SPC はその指示に従い、設計変更を行う。この場合に

おいて増加費用が生じた場合は、SPC の負担とする。 

 

ｇ 設計時における埋蔵文化財の取扱いに関する事項 

① 排水処理区域内には、別添－１４のとおり埋蔵文化財包蔵区域が存

在している。市は、管路の道路下埋設に際し、管路が埋蔵文化財に

近接する可能性が少ないものと考えており、今のところ、設計に当

たっては、埋蔵文化財を考慮しなくともよい。 

② 市は、事業着手後、設計時において、予定路線における埋蔵文化財

の有無を確認するため、SPC に対し試掘調査を依頼し、その結果に

応じて設計変更を求める場合がある。 

③ 埋蔵文化財の出現による設計変更に伴い増加費用が生じた場合は、

市は、増加費用を負担する。 

    

ｈ 設計時における不測の地下障害物の取扱いに関する事項 

 ① 市としては、不測の水道管、転石等の地下障害物に遭遇した場合に
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備え、これらに対し、経済性を考慮しつつ、安全かつ確実に回避す

る方法について、あらかじめ設計に組み込んでおく必要がある。こ

のため、地下障害物等の回避方法について設計を行う。 

② 地下障害物の回避に当たっては、大幅に増加費用を生じさせないよ

う設計を行う。具体的には、管路路線の平面線形及び縦断線形の軽

微な調整等の軽微な設計変更により地下障害物を回避できるよう、

管路施設全体の設計について、柔軟性を確保した設計を行う。 

③ 不測の地下障害物の回避を行い増加費用が発生した場合、SPC が増

加費用を負担する。 

 

ｉ バス路線の取扱いに関する事項 

① バス路線の一部においては、道路幅員の関係から、管路埋設工事に

伴いバスの通行が困難となる可能性がある。 

② バス路線下における管路埋設工事に当たっては、バスの運行経路の  

一時的な変更は可能であり、バス路線の運行経路の変更を活用して、

増加費用を生じない設計を行うものとする。 

③ なお、バス路線の運行経路の変更に当たっては、バス管理者との協 

議により、バス管理者による一定の周知期間が必要であることに留

意する。 

 

ｊ 道路占用に伴う交通規制に関する事項 

占用時の交通規制方法については、道路管理者及び警察署との協議を

経て確定するが、現時点における設計条件は、以下のとおりとする。 

① 県道の占用については、横断占用と縦断占用のいずれの場合におい

ても、片側通行を確保し、工事を実施する。 

② 市道の占用についても、原則、県道と同様の考え方により、設計を

行う。しかし、道路幅員の関係から、片側通行が確保できない場合

は、歩行者の通行を確保した上で、できる限り短期間の車両通行止

めとする。 

 

ｋ 既設管路との接続部及び構造に関する事項 

SPC が整備する管路施設と既設管路施設との接続に当たっては、不明

水が発生しないよう水密性に優れた構造を確保するものとする。 

 

ｌ 既設管路マンホールにおけるマンホールポンプの設置に関する事項 

  別添－３「加須市大越地区管路施設平面図」に示す以下のマンホール
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にマンホールポンプを設置する。また、マンホールポンプの構造を、別

添－２１「躯体マンホールの施工図」に示すともに、設置するマンホー

ルポンプの仕様を、別添－２２「マンホールポンプの仕様及び据付図」

に示す。 

  マンホールポンプを設置するマンホールとマンホールポンプの仕様

との対応関係は表－８のとおりである。 

 

    表－８  マンホール番号とポンプ仕様との対応関係 

マンホール番号 左記のマンホール位置が記載

された別添―３のページ番号 

別添－２２に示すポン

プの仕様番号 

Ｎｏ．１０５－１ ２６    Ｐ－９ 

Ｎｏ．１７２－１ ４３ Ｐ－１６ 

Ｎｏ．１８４－１ ４４ Ｐ－１７ 

Ｎｏ．１８０－１ ４３ Ｐ－２０ 

 

  なお、新設する管路施設の設計との関係からマンホールポンプの仕様

に変更が必要な場合は、必要に応じて修正設計を行う。 

 

（イ）付帯施設 

ａ マンホール蓋の仕様に関する事項 

排水処理区域内で使用するマンホール蓋は、別添－１７「加須市農業集落

排水事業用グランドマンホールφ６００小型グランドマンホールφ３００

（直接蓋）グランドマンホールφ９００－６００（親子蓋）仕様書」に示す

加須市仕様を使用する。 

 

    ｂ マンホールの配置に関する事項 

      レジン製マンホールの使用に当たっては、将来の管路施設の維持管理を考

慮して、以下のとおりとする。 

① 最上流のマンホールは原則としてレジン製マンホールとする。 

② 深さ２ｍ以下の場所に設置する。 

③ 管径１５０ｍｍの管のみに設置する。 

④ 連続して設置しない。ただし、レジン製マンホール以外のマンホールが

設置できない場合を除く。 

⑤ 合流部には設置しない。 

 

（ウ）特殊構造物 
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ａ （独）水資源機構埼玉用水路（以下、「埼玉用水路」という。）の横断に

関する事項（別添―１１加須市水路網図に示す「埼玉幹」以下の支線水路

は除く。） 

① 管路施設の設置に当たり、排水処理区域内の家屋配置等の状況から、

埼玉用水路を１ないし２箇所で横断する必要がある。 

② 当該構造物の設計については、水資源機構との協議を経て確定するが、

現時点における埼玉用水路の横断に伴う設計条件は、埼玉用水路施設

構造に影響を与えることなく、水路上、または水路下を横断すること

である。なお、水路上を横断する場合には橋梁に添架することとし、

水路下を横断する場合には用水路底版から管路までの離隔距離を２

メートル確保することとする。 

③ 水資源機構との協議の結果、設計変更が生じ、これに伴い増加費用が

発生する場合は、市は、増加費用を負担する。ただし、SPC が想定

した地質条件と実際の地質条件等の相違により生じた増加費用につ

いては、SPC の負担とする。 

 

ｂ その他の水路横断に関する事項 

① 上記ａに示す埼玉用水路以外のその他の水路横断を行う場合には、水

路下を横断することとし、用水路の基礎部底面から管路までの離隔距

離を３０ｃｍ以上確保する。 

② 当該水路管理者との協議の結果、設計変更が生じ、これに伴い増加費

用が発生する場合は、市は、増加費用を負担する。ただし、SPC が

想定した地質条件と実際の地質条件等の相違により生じた増加費用

については、SPC の負担とする。 

③ 上記②において、市が増加費用の負担に応じるのは、以下の水路に係

る水路管理者との協議の結果により設計変更が生じた場合とし、その

他の水路については、SPC が増加費用を負担する。 

・長竹用水路（別添―１１加須市水路網図に示す「長竹幹」以下の支

線水路を除く） 

 ・北方用水路（別添―１１に示す「北方支」以下の支線水路を除く） 

 ・旧豊野用水路（別添―１１に示す「旧豊野支」以下の支線水路を除

く） 

 ・豊野用水路（別添―１１に示す「豊野支」以下の支線水路を除く） 

 

ｃ 中継ポンプ等の異常時対策に関する事項 

中継ポンプ施設等の異常時対応のため、自動通報装置を整備するものと
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する。 

 

（エ）管路施設に係る機械設備及び電気設備の耐用に関する事項 
   機械設備に係る機器及び配管の全面的な更新並びに電気設備に係る機器、配

線等の全面的な更新を伴う大規模修繕は、PFI 事業対象外とし、市の負担とし

て実施する予定である。（市が想定している大規模修繕等の範囲を表―９に示

す。）市は、大規模修繕を効率的に実施するため、供用開始後１０年を経過し

た以降の時点で実施したいと考えている。このため、機械整備及び電気設備の

設計に当たっては、大規模修繕の時期が供用開始後１０年以降となるよう、設

計を行うものとする。なお、供用後１０年以内に機械設備及び電気設備の全面

的な更新が必要な場合は、これを定期修繕として取り扱うものとし、必要な費

用を維持管理費用に計上するものとする。 

供用開始後１０年以内に機械設備・電気設備の全面的な更新が必要となった

ときは、あらかじめ供用開始後１０年以内に機械設備・電気設備の全面更新を

必要とする設計を行う場合を除き、要求水準未達と判断し、この修繕・更新に

係る増加費用は、SPC の負担とする。 
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表―９ 管路施設に係る大規模修繕等の範囲 

区分 構成施設 日常修繕 定期修繕 大規模修繕 

土木 ・管体 

・管体基礎 

・マンホール 

・公共ます 

・特殊構造物躯体 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・部分的な損傷部位

の補修 

等

・管体の更新 

・管体基礎の修繕 

・マンホールの全面的な

 修繕 

・公共ますの更新 

・特殊構造物躯体の全面

 的な修繕 

等

建築 ・真空ステーショ

ン等の建屋 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・部分的な損傷部位

の補修 

等

建屋躯体の一側面、連続

する一面全体または全

面に対して行う修繕 

等

機械設備 ・中継ポンプ 

・圧力ポンプ 

・区間弁 

・真空ステーショ 

 ン 

・真空弁ユニット 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・ポンプ等の分解補

修 

・部分的な損傷部品

 の更新 

・耐用年数が１０年

に満たない機器の

更新 

等

・設備機器、配管の全面

的な更新 

等

電気設備 ・非常通報設備 ・日常点検時の

簡易な補修

等

・部分的な損傷部品

の補修 

等

・設備機器、配線の全面

的な更新 

等

 

（９）施設整備に当たっての留意事項 

ア 首都圏氾濫区域堤防強化対策事業に伴う移転家屋の取扱い 

（ア）移転家屋の取扱い 

排水処理区域では、別添－４に示す区域が首都圏氾濫区域堤防強化対策事業

（以下「堤防事業」という。）の対象区域となっており、移転が予定されている

当該事業の区域内の家屋については、現在の位置での管路施設の設置は行わない

ものとする。 
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（イ）家屋移転の時期 

堤防事業に伴う家屋移転の時期等については、現時点で明らかになっていない。 

市が当該家屋の移転先・時期等について新たな情報を得た場合には、応募期

間・事業期間を問わず直ちにこれを公表する。 

 

（ウ）移転家屋の移転先が排水処理区域内となった場合の措置 

本事業の設計・建設期間中に移転家屋の移転先が排水処理区域内となった場

合、市が、新たな家屋の接続に必要な追加施設に係る設計変更を指示すること

がある。これに伴う増加費用は市の負担とする。 

 

  イ その他必要な用地の確保 

    汚水処理施設用地、公道下以外に、SPC の提案により必要となる用地につい

ては、提案時に必要となる場所及び面積を明示するとともに、取得する費用を事

業費に加算する。 

    なお、当該用地の取得の可能性及び取得に要する費用については、提案書提出

までの期間に市に対して問い合わせることができる。本問合せ及び回答について

は、原則として公表しないものとする。 

    必要となる用地の取得に係る事務は市が行うこととし、その費用は SPC が負

担する。 

 

ウ 提案書の取扱い 
提案書の提出以降、市の指示または市との協議による基本条件等の変更がない

限り、原則として提案書の内容を変更して設計することはできない。 
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２ 汚水処理施設の設計及びその関連業務 

（１）本業務の目的 

本業務を適切に実施することを通じて、求められた性能を達成する施設整備を

実現することを目的とする。 

 

（２）本業務の基本方針 

本業務の基本方針は、以下のとおりとする。 

① 資料調査、現地踏査等により現地の状況を詳細に把握し、検討を行った上

で、設計に的確に反映させる。 

② 専門知識、技術力及び創造力を十分に発揮し、経済性に加え、維持管理性

の高い設計を行う。 

    ③ 汚水処理施設用地が住宅に近接して立地していること等を踏まえ、周辺住

民の生活に配慮した設計を行う。 

 

（３）本業務の内容 

本業務は、農業集落排水施設のうち汚水処理施設の設計に関する業務であり、業

務内容は、以下のとおりである。 
ア 基本設計及び実施設計 
  下記に示す汚水処理施設を構成する施設を設計する。仮設等の準備工事に必要

な設計も含まれる。 
① 処理水槽と機械設備 

② 建屋 

③ 電気設備 

④ 安全衛生設備 

⑤ 場内整備施設 

 

イ 設計に伴う各種許認可取得・申請 

ウ その他設計を実施する上で必要な業務 

 

（４）SPC が実施する業務 

   SPC が本業務に係るすべてを実施する。 

 

（５）SPC が負担する費用 

   SPC が本業務に係るすべての費用を負担する。 
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（６）本業務を実施するに当たっての留意事項 

ア 適切な人材の配置 

必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人材を適切に配置

する。 

 

イ 本業務の手順 

本業務は、概ね以下の順序で実施する。 

① 適切な時期に設計に関する作業工程スケジュールを作成の上、市の確認を

受ける。 

② 市の確認を受けた上で、現況に関する資料調査、現地踏査等を入念に行い、

関係法令等に基づいて業務を実施する。 

③ 適切な時期に官公署、関係する施設管理者等と協議・調整を行い、その結

果を設計図書に反映する。 

④ 基本設計及び実施設計完了時には、表―１０と表―１１の設計図書を市に

提出し、確認を受ける。 

 

表―１０ 基本設計図書の内容 

項  目 内   容 

設計基本書 ①設計計算書（容量計算、性能計算、構造計算）、②仕上表

（土木、建築）、③機器リスト、④その他市が指示するもの

維持管理・運営条件 ①年間運転管理条件、②その他市が指示するもの 

図  面 ①施設全体図（施設全体配置図）、②土木図面（各階平面図、

断面図、仮設図）、③建築図面（各階平面図、断面図、立面

図）、④機械設備図面（フローシート、機器配管配置図）、

⑤電気設備図（機器操作説明書、単線結線図）、⑥パース図

面、⑦その他市が指示するもの。 

仕 様 書 ①機器仕様書（土木、建築、機械設備、電気設備）、②その

他市が指示するもの 

そ の 他 ①工事工程表、②その他市が指示するもの 
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表―１１ 実施設計図書の内容 

項  目 内   容 

維持管理・運営条件 ①年間維持管理・運営経費、②予備品・消耗品、備品リス

ト、③その他市が指示するもの 

図  面 ①土木工事設計図、②建築工事設計図、③機械設備設計図、

④換気設備設計図、⑤電気設備設計図、⑥給排水設計図、

⑦仮設計画図、⑧外溝工事設計図、⑨植栽工事設計図、 

⑩各工事計算書、⑪その他市が指示するもの 

仕 様 書 ①建築工事仕様書、②機械設備工事仕様書、③電気設備工

事仕様書、④その他市が指示するもの 

そ の 他 ①工事工程表、②建設委託料の積算内訳書、③その他市が

指示するもの 

 

ウ 各種許認可及び申請等 

適切な時期に各種許認可及び申請を行う。 

① 建築基準法に基づく確認申請 

② 設計に関する業務上必要な申請 

 

（７）施設整備設計に当たっての前提条件 

ア 汚水処理施設設計に当たっての前提条件 

（ア）施設用地の位置、用地 

汚水処理施設用地は市有地である。施設用地の地目及び地積を表―１２に

示す。施設用地は排水処理区域の南部に位置し、施設用地に隣接して市道が

通っている。また大越八ツ田土地改良区用水機場が隣接して立地している。 

 

表―１２ 汚水処理施設用地の位置、地目及び地積 

所       在 地  目 地  籍 

加須市大字大越字南八ツ田２９６５番 

（別添－２「計画一般図」及び別添―２４

「汚水処理施設用地図」のとおり） 

雑種地 ３，１９８㎡ 

 

（イ）施設用地に隣接する土地の状況 

施設用地周辺は、ほ場整備が完了した平坦な農地であり、水稲を中心と

した土地の有効利用が行われている。 

 

 



38 

（ウ）近傍家屋の状況 

施設用地は、近傍の宅地から約 10m の位置に予定されており、施設用地

と排水処理区域集落との間には遮蔽する地物がなく、騒音・振動・臭気の防止、

交通安全対策等に留意する必要がある。 

 

（エ）施設用地周辺の排水状況 

施設用地周辺は、別添－２「加須市大越処理区農業集落排水事業計画一般

図」に示すとおり、農業用用排水路がある。また、施設用地周辺は国土交通

省関東地方整備局「河川図」によると、堪水区域には指定されていないが、

豪雨が発生した場合、施設用地周辺の農業用排水路が溢水することがある。 

施設用地の地盤は、現在市道２０２号線上寺前南八ツ田通り線より１ｍ程

度高くなっている。 

 

（オ）地質条件 

処理施設用地内の地質は、地質報告書に示すとおりである。汚水処理施設

用地の地質は、深度が進むにしたがって、軟弱な粘土層からシルト、シルト

層から細砂層へと変化する複雑な地質条件となっている。 
 

イ 排水条件 

（ア）処理水の放流先 

処理水は、放流先である農業用排水路を経由し、一級河川新塊堀川と一級

河川中川を経て東京湾へ流入する。また、放流後の処理水は、農業用水とし

ての再利用（0.1km 下流）がある。 

処理水の放流先水路の水量は、非かんがい期には通水されていない。しか

し、放流先水路が下流で合流する農業用排水路の水量は冬期にかけて少なく

なることはあるが皆無となることはなく、その他の河川の水量は年間を通じ

て豊富である。 

処理水の放流先水路の位置については別添－１８「放流先水路図」に示す。

また、放流先の水路の構造は、別添－１９「放流先水路標準断面図」に示す。 

 

（イ）計画放流水質 

排水処理区域は、水質汚濁防止法の「総量削減基本方針」に基づく指定区

域内にあるため、削減計画による目標水質を達成する必要がある。これを踏

まえ、計画処理水質は、表―１３の計画放流水質を満たすものとする。 
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表―１３ 計画放流水質 

生物化学的酸素

要求量(BOD) 

浮遊物質量

(SS) 

化学的酸素要

求量（COD）

全窒素 

(T-N) 

全リン 

(T-P) 

15 mg/L 以下 30 mg/L 以下
20 mg/L 以下

（総量規制） 

10 mg/L 以下 

（総量規制） 

1 mg/L 以下 

（総量規制）

 

ウ 汚水処理施設整備の考え方 

（ア）基本的な考え方 

汚水処理施設整備に関する基本的な考え方は、以下のとおりである。 

ａ PFI の特性を生かした施設整備 

本事業は、PFI 事業として、施設の設計、建設、維持管理・運営を一括

して発注するものである。SPC の技術力、創意工夫を活かした施設の整

備、ライフサイクルコストを意識した施設整備、資機材、機器、部品の調

達等の効率化により、経済性に優れた施設整備を行う。 

 

ｂ 長期にわたる安定した施設性能の確保 

市は、事業完了後も、地域住民に対し、長期かつ安定的な汚水処理サー

ビスを提供する必要がある。市が本事業を引き継ぐ場合にあっても、持続

的なサービス提供に支障のないよう、汎用性に優れた施設整備を行う。 

 

（イ）施設整備の方針 

ａ 汚水処理施設が具備すべき基本的な条件 

汚水処理施設については、以下の条件を満たす施設を整備するものとす

る。 

① 構造及び維持管理の基準は、浄化槽法、建築基準法等の関係諸規定を

遵守すること。 

② 流入負荷条件の変動が大きい場合においても、所要の処理性能を安定

して発揮できること。 

③ 安全な装置・構造であるとともに、故障が少ない等装置としての安定

性を有していること。 

④ 農村の社会資本整備の一環として、将来にわたる適切な維持管理のも

とで、地域の水環境の保全に資する恒久施設として位置付けられるこ

と。 

⑤ 農村景観に調和したものであること。 
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ｂ 施設整備の基本な考え方に基づく施設整備方針 

① SPC の技術力と創意工夫を活かし、経済性、安全性、施工性及び維

持管理性に優れた設計を行うこと。 

② 施工上、安全性の確保に十分な配慮が必要な地質条件であることを踏

まえ、地質報告書等から想定される地質条件に対応し、安全かつ確実

な施設整備を行うこと。 

③ 浄化槽管理士であれば誰でも容易に運転管理できるような施設構成

や運転管理内容となっていること。 

④ 指定された汚泥濃度の範囲内で汚泥を濃縮・貯留し、汚泥を効率的に

し尿処理場へ搬出すること。 

⑤ 事業終了後、市が自ら維持管理を行う場合においても、容易に修繕・

更新が可能な汎用的な設備を極力用いて装置が構成されていること。 

⑥ 維持管理作業者にとって適切な作業環境が確保されていること。 

 

（８）施設整備の要求性能等 

ア 適用する技術基準 

汚水処理施設及びその付帯施設の設計・建設・維持管理については、以下の技

術基準等を満たすこととし、会計実地検査その他各種検査に合格する内容でなけ

ればならない。 

  ① 埼玉県土木工事共通仕様書 

  ② 埼玉県建築工事共通仕様書 

  ③ 埼玉県機械設備工事共通仕様書 

  ④ 埼玉県電気設備工事共通仕様書 

⑤ 農業集落排水施設設計指針（平成１４年度改訂版） 

  ⑥ 平成 18 年 3 月 27 日付け、農業集落排水事業諸基準等作成全国検討委

員会委員長通知  （別添―２３） 

  ⑦ 農業集落排水施設施工指針汚水処理施設編（案） 

  ⑧ 農業集落排水施設検査・施工管理指標（案） 

  ⑨ 農業集落排水施設（汚水処理施設）土木構造配筋要領（平成１５年度） 

  ⑩ 農業集落排水施設汚水処理構造参考書 

   ただし、上記⑤、⑦、⑧、⑨及び⑩に記載する内容と⑥に記載する内容に

齟齬があった場合には、⑥の記載を優先することとする。 

 

イ 各種計画等 

（ア）機械設備・電気設備の耐用に関する事項 

   機械設備に係る機器及び配管の全面的な更新並びに電気設備に係る機器、
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配線等の全面的な更新を伴う大規模修繕は、PFI 事業対象外とし、市の負担

として実施する予定である。（市が想定している大規模修繕等の範囲を表―

１４に示す。）市は、大規模修繕を効率的に実施するため、供用開始後１０

年を経過した以降の時点で大規模修繕を実施したいと考えている。このため、

機械整備及び電気設備の設計に当たっては、大規模修繕の時期が供用開始後

１０年以降となるよう、設計を行うものとする。なお、供用後１０年以内に

機械設備及び電気設備の全面的な更新を必要とする設計を行うことが合理

的と判断される場合は、供用開始後１０年以内の機械設備・電気設備の全面

的な更新を定期修繕として取り扱うものとし、必要な費用を維持管理費用に

計上するものとする。 

   供用開始後１０年以内に機械設備・電気設備の全面的な更新が必要となっ

た場合は、あらかじめ供用開始後１０年以内に機械設備・電気設備の全面更

新を必要とする設計を行う場合を除き、要求水準未達と判断し、この修繕・

更新に係る増加費用は、SPC の負担とする。 
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表―１４ 汚水処理施設に係る大規模修繕等の範囲 

区分 構成施設 日常修繕 定期修繕（部分修繕） 大規模修繕 

土木 ・水槽躯体 

・水槽防水 

・水槽防食 

・基礎 

・構内舗装 

・柵等の外構設備 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・構内舗装の修繕 

・柵等の部分的な損傷の

 補修 

等

・水槽躯体の一側面、連

続する一面全体、また

は全面に対して行う 

修繕 

・水槽防水・防食の更新

・基礎の修繕 

等

建築 ・建屋躯体 

・内外装 

・照明設備 

・換気設備 

・給排水設備 

・防音・防振設備 

・安全設備 

・衛生設備 

・電灯等の消耗

品の更新 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・耐用年数が１０年未満

の機器の更新 

（照明機器、換気設備 

 の更新） 

・部分的な損傷部品の更

新  

等

建屋躯体の一側面、連続

する一面全体、または全

面に対して行う修繕 

等

機械

設備 

・ポンプ 

・スクリーン 

・破砕装置 

・ばっ気・撹拌装置 

・膜分離措置 

・配管及び弁類 

・薬注設備 

・機器昇降設備 

・計測機器 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・ファンベルト等の消耗

部品の更新 

・ポンプ等の分解補修 

・部分的な損傷部品の更

 新 

・膜分離装置の膜の更新

・耐用年数が１０年未満

の機器の更新 

等

・設備機器、配管の全面

的な更新 

等

電気

設備 

・受変電設備 

・低圧動力・電灯配

電設備 

・動力設備 

・電灯分電設備 

・非常用設備 

・配線・配線路設備 

・接地工事 

・日常点検時の

簡易な補修 

等

・消耗品等の更新 

・耐用年数が１０年未満

 の機器の更新 

等

・設備機器、配線の全面

的な更新 

等
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（イ）汚水処理方式に関する事項 

汚水処理方式の選定に当たっては、排水処理区域の特性、経済性等を総合

的に検討するものとする。 

汚水処理方式は、建築基準法に規定する国土交通大臣の認定を取得したも

の、または国土交通大臣が定めた構造方法（昭和５５年建設省告示第１２９

２号）を用いるものとする。 

 

（ウ）汚泥の処分に関する事項 

市は、当面、排水処理区域において発生する汚泥の全量を、「加須市、騎

西町衛生施設組合し尿処理場」（住所：加須市大字馬内１７９０番地、管理

者：加須市長）へ搬入することを予定している。 

汚泥は、し尿処理場の搬入条件の範囲で濃縮を行うものとする。汚泥の濃

縮に当たっては、求められる放流水質の基準を確保することを前提する。 
し尿処理場への汚泥の搬入条件は表―１５のとおりである。 

 

 表―１５ し尿処理場への汚泥の搬入条件 

汚泥の含水率 ９７％以上 

日当たり最大受入量 
７５ｍ３ 

ただし搬入日を事前に調整すること 

汚泥処理料 ２０円／キロリットル 

 

（エ）耐震構造の確保に関する事項 

汚水処理施設の構造設計は、「農業用用排水施設設計指針」及び「農業集

落排水施設汚水処理施設構造設計参考書」によるものとし、地震時の検討を

行うものとする。 

 

（オ）停電時の対応に関する事項 

SPC は、停電時の対策として、非常用エンジンポンプの設置のほか、汚

水処理施設の処理方式・設備に応じた適切な停電対策のための設備を備える

ものとする。 

 

（カ）施設用地の整備に関する事項 

用地の整備に当たっては、施設の建設及び構造上問題のない程度に締固め、

均平化を行うものとし、地盤の嵩上げ及び切り下げは要しないものとする。 

 

（キ）機械・電気設備の仕様に関する事項 
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ａ 配置、スペース等 

機械・電気設備を構成する機器及び配管は、運転・保守点検・修繕が安

全かつ容易に行えるよう、各機器及び各配管の配置、作業スペース等を適

切に設計し、建設するものとする。 

 

ｂ 構成する機器等の規格 

機械・電気設備について、日本工業規格（ＪＩＳ）、電気学会電気規格

調査会標準規格（ＪＥＣ）、日本電気工業会標準規格（ＪＥＭ）等の規格

が定められているものは、これらの規格品を使用するものとする。 

 

ｃ 計装設備の構成 

処理及び運転状況を監視・把握するため、各種計測については、処理方

式、設備・機器及び排水処理区域の実状に応じて、流量計等適切な設備を

整備するものとする。 

なお、本排水処理区域は総量規制地域内にあり、日平均排出量は 400

ｍ3/日を越えるため、COD 自動計測機器等の設置が必要となる。 

 

ｄ 脱臭装置の設置 

維持管理作業者の作業環境及び施設周辺の環境を良好に保つため、前処

理設備に脱臭装置を設置するものとする。 

 

ｅ 異常時の市への通報 

SPC は、汚水処理施設または管路施設の設備・機器に異常があった場

合、市の指定する通信用機器等へ、異常の発生及び状況を自動で通報する

システムを整備するものとする。 

 

（ク）処理水槽の仕様に関する事項 

ａ 処理水槽の構造 

処理水槽は地下式構造または半地下式構造とする。 

 

ｂ 処理水槽の配置 

処理水槽の配置は、通常数通り考えられるが、以下の留意項目に基づき、 

施設用地、流入方向、放流方法、供用率推移等も含めて総合的に検討する

ものとする。 

① 各水槽の形状・寸法・有効容量が所定の内容を満足し、かつ過大な

容量となっていないこと。 
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② 汚水及び汚泥の移送動線がスムースであること。 

③ 汚水、汚泥、脱離液及びスカムの移送並びに空気供給に係わる配管

ができるだけ短い距離であること。 

④ 運転、保守点検及び修繕を安全かつ容易に行えるよう、各水槽、機

器、管等が配置され、かつ十分な作業場所が確保されていること。 

 

ｃ 処理水槽の防食 

処理水槽は、汚水処理施設で生成される硫化水素等に起因するコンクリ

ート躯体の腐食防止を目的に、処理システム及び躯体部位に応じた経済的

で良好な耐久性を有する防食被覆層が得られる防食工を行うものとする。 

防食工については、農業集落排水施設設計指針に則して、設計し、施工

するものとする。 

 

（ケ）建屋の仕様 

ａ 建屋の規模・構造 

建屋の範囲は、前処理室、機器が設置されている各室及び管理室とし、

生物処理槽部には、建屋を要しない。生物処理槽部には覆蓋を行うものと

する。 

建屋の構造は、設備の更新に当たって建家の全てまたは一部の取り壊し

を行わず、同一建物内において更新に伴う設備の搬入、搬出及び設置が可

能であるものとする。 

建屋の構造は、ＲＣ造とし、必要と考えられる強度を有するものとする。 

 

ｂ 騒音、振動対策 

本施設は、騒音・振動等の発生が想定されることから、十分な環境保全

対策を実施し、外部環境への影響を最小限に留めるように、設計し、施工

するものとする。 

 

ｃ 周辺環境との調和 

建屋及び場内整備施設は、周辺環境との調和を図るものとする。 

 

ｄ 安全衛生対策 

関係法令に準拠して安全・衛生施設を完備するとともに、作業環境を良

好な状態に保つよう換気、騒音・振動防止、汚水・汚泥貯留槽への転落防

止、作業・清掃後の手洗い場所、トイレ、必要な照度及び適切なスペース

を確保するものとする。 
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ｅ 管理室 

       建屋に管理室を設ける。管理室の面積は４０㎡程度とする。管理室には、

机、椅子、電話等維持管理業務を遂行できる設備を配置するとともに、市

の保有する関係書類を保管するための錠付きキャビネット（２台分程度）

を設置するスペースを確保するものとする。 

        

（コ）基礎の仕様 

水槽及び建屋の基礎は、良質な地盤に支持されることを原則とし、水槽及

び建屋の規模、形状、構造、剛性等を考慮した上で安全に支持できるものと

する。 

基礎の設計に当たっては、地質報告書に示す汚水処理施設用地の機械ボー

リング・各種試験結果を的確に評価し、必要があれば、事前に地質調査等を

行うものとする。 

したがって、工事中における地質に起因する施設整備業務に係る増加費用

が生じた場合には、SPC が、増加費用を負担する。 

ただし、地質報告書からは推定し得ない全く新たな種類の地質が出現した

場合、または地質報告書に記載された機械ボーリング・各種試験結果と現地

の実際の地質との間に著しい齟齬があり合理的な地層想定断面図の作成が

困難な場合は、市は、SPC と協議の上、工事中における地質に起因する施

設整備業務に係る増加費用を負担する。 

 

（サ） 場内整備施設の仕様 

ａ 進入路の配置 

場内における維持管理者の作業動線を考慮して、バキューム車等の作業

用車両及び一般車両の進入路を配置するものとする。 

 

ｂ 維持管理用通路及び作業場 

維持管理作業者が、バキューム車等の作業用車両を使い作業を行うため

に、十分な幅員の通路と十分な広さの作業場所を確保するものとする。 

 

ｃ 駐車スペース 

維持管理車両及び一般車両の駐車スペースを３台分以上確保するもの

とする。 

 

 



47 

ｄ 場内舗装 

場内の進入路、通路、駐車スペース等植栽帯を除く部分には、舗装する

ものとする。場内舗装の舗装構成は、別添－２０「場内舗装構成図」に示

すものとする。 

 

ｅ 門扉及び柵 

汚水処理施設用地は柵で囲み、出入り口には門及び扉を設けることとす

る。扉は施錠できる構造とする。 

 

ｆ 植栽帯（緑地）の設置 

「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づき、植栽帯（緑地）を設

けるものとする。 

 

ｇ 場内排水 

汚水処理施設用地内が冠水することのないよう、場内の排水が可能な側

溝、管路等を配置するものとする。 

 

（シ）建設期間中の電力及び工事用水等 

  ａ 仮設電力 

    建設期間中の仮設電力については、SPC が必要な電力を電力会社と契

約し、自らの費用負担で受電する。 

 

  ｂ 上水道 

    建設期間中に必要な衛生用水及び工事用水については、SPC が自らの

責任及び費用において引き込みを行う。建設期間中の水道料金についても

SPC の負担とする。 

 

（ス）その他留意すべき事項 

ａ 気象条件 

   過去の積雪・降雪データ、暴風雨記録等に基づき、除雪方法、暴風雨対

策、避雷対策等を検討すること。 

 

（９）施設整備に当たっての留意事項 

  ア 汚水処理施設の修繕・更新の考え方 

    汚水処理施設の設計に当たっては、第３、３、（６）、カ「汚水処理施設の修繕・

更新」に示す考え方を踏まえ、設計を行う。 
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イ 提案書の取扱い 

提案書の提出以降、市の指示または市との協議による基本条件等の変更がない

限り、原則として提案書の内容を変更して設計することはできない。 
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